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環境省 ナッジによる家庭等の自発的対策推進事業
生活者・事業所・地域社会の「三方良し」を実現する日本版ナッジモデルの構築

2018年8月2日(木)

第4回 日本版ナッジ・ユニット連絡会議

日本版ナッジモデル仮説立案を目的とした海外調査結果
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1. 調査概要
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調査目的・概要
• 行動科学に関する国際会議参加、オーストラリアのナッジユニットへのヒアリングを通じて、

エネルギー・環境分野における行動科学活用動向を把握する
• 日本版ナッジモデルの構築に資することを目的として、オーストラリア・ニュージーランドの温

暖化対策関係者やエネルギー事業者へのヒアリング調査を行う

調査期間 2018年6月23日（土）～7月4日（水）

訪問先都市 オーストラリア シドニー、キャンベラ

ニュージーランド オークランド、ウェリントン

調査内容 • 行動科学の政策活用動向

• エネルギー・環境分野における行動科学の活用事例

• エネルギー事業者によるエネルギー消費情報提供サービス

• 各国政府による温暖化対策政策

• 州・自治体政府による温暖化対策政策
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訪問先概要と内容
日時 訪問先 訪問先概要 主な調査内容

2018/6/25（月）
-2018/6/26（火）

BEHAVIOURAL 
EXCHANGE 2018

• 専門家、政策立案者、学者、実践者が集まる
行動科学の政策活用に関する国際会議 • エネルギー・環境分野における行動科学の活用事例

2018/6/27（水）
9:00 NSW州政府 • エネルギー事業者に対する省エネ義務制度

Energy Saving Scheme (ESS)を展開
• 省エネ義務制度 (ESS)の動向
• 行動変容プログラム・今後の温暖化対策の方向性

2018/6/27（水）
11:00

Climate-KIC / 
EnergyLab

• Climate-KIC：気候変動対策に関わる研究・
企業・起業家・投資家・政府を繋ぐ機関

• EnergyLab：気候変動対策関連のスタート
アップの支援を目的とした組織

• EnergyLabの動向
• 温暖化対策に向けた投資の動向

2018/6/27（水）
15:00

NSW / EEC / ARENA 
/ CEFC

• EES:省エネ・コージェネ・需要管理に関するオー
ストラリアの代表的なシンクタンク（NPO)

• ARENA:再生可能エネルギープロジェクトへの投
資を目的とした政府系機関

• CEFC:クリーンエネルギー関連の政府系機関

• 連邦政府の温暖化対策政策
• 温暖化対策政策に向けた投資動向
• 行動変容プログラム・今後の温暖化対策の方向性

2018/6/28（木）
15:30 ACT政府/ ActewAGL • ACT：オーストラリア首都特別地域政府

• ActewAGL：ACTのエネルギー小売事業者

• 省エネ義務制度 (ESS)の動向
• エネルギー消費情報提供、デジタルコミュニケーションや地

域連携プログラム
2018/6/29（金）
9:30 BETA • オーストラリア首相内閣省のもとに設立された行

動経済学の政策活用チーム
• エネルギー・環境分野における行動科学の活用・研究事

例

2018/7/2（月）
10:30 Mercury Energy • ニュージーランドの発電・電力小売事業者で、

100％再生可能エネルギーを提供

• エネルギー小売市場における顧客獲得/維持戦略
• エネルギー消費情報提供、デジタルコミュニケーションや地

域連携プログラム
2018/7/2（月）
14:00 Auckland Council • オークランドはニュージーランド最大の都市

• ゼロ炭素法案に合わせた地域施策を検討
• オークランド市の温暖化対策政策
• 気候変動ハッカソンClimathonの動向

2018/7/3（火）
10:00

New Zealand 
Productivity 
Commission

• 国内外の生産性に関する調査研究を実施
• ゼロ炭素法案に合わせて政府の委託で低排出

経済に関するレポートを作成

• ニュージーランドのエネルギー・環境政策
• ゼロ炭素法案の動向

2018/7/3（火）
15:00

Energy Efficiency 
and Conservation 
Authority 

• ニュージーランドのエネルギー効率・保全局
• 2017-2022年の省エネ戦略を策定

• ニュージーランドのエネルギー・環境政策
• ゼロ炭素法案の動向
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２．調査結果
2.1 行動科学の政策活用動向
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BEHAVIOURAL EXCHANGE 2018 (BX 2018)
行動科学の公共政策分野への活用に関する国際会議で、700名以上の研究者や政策立案者が集まった
金融、司法、雇用、教育、健康、エネルギーなどさまざまな分野での活用事例や留意点が議論された

（出所） https://bx-2018.org/
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BX 2018 エネルギーセッションでの日本からの発表
事務局からの招待を受け、日本における取組を環境省・日本オラクルから発表した
日本版ナッジ・ユニット設立および当コンソーシアムの初年度成果について報告を行った
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BX 2018 基調講演：倫理と行動インサイト
「Nudge(邦題：実践行動経済学）」の共著者、キャス・サンスティーン教授からは、行動介入時に考慮すべき、
倫理的観点に関する基調講演が行われた

（出所） https://twitter.com/BXconference

• ナッジとは「人びとが自らの判断でより良い選択を行える
ように影響を与えようとすること」

• ナッジや選択アーキテクチャーはあらゆる場面に存在し、
（WEBサイト、カフェテリア、携帯電話、医者、法律）
法制度や政府もナッジすることを避けられない

• 世論誘導と取られないため倫理的配慮が必要
• ナッジにおける権利章典（Bill of Rights）に向けて

1.ナッジは人々の価値観や利害と一致しなければならない
2.ナッジは正しい目的のみのために用いられなければならない

（Nudge for good!)
3.ナッジは個人の権利を侵してはならない
4.ナッジは透明性を保たなければならない

（RCTを行う場合には実験後に内容を公表するなど）
5.ナッジは許可なく人々から何かを取り上げてはならない

基調講演 要約
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行動科学を公共政策に活用する機関は世界に200以上
OECDによれば、行動科学を公共政策に活用する機関は欧州、米国、オーストラリアを中心に200以上ある

（出所） https://twitter.com/faisal_naru/status/972143878861152256
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豪州政府行動経済学チーム (Behavioural Economics Team of the 
Australian Government：BETA)
BETAはオーストラリア首相内閣省のもとに設立された行動科学の政策活用チーム
行動科学の活用と厳格な評価を通じて公共政策・施策の改善に資することをミッションに掲げている

BETAの設立経緯 現在の体制

• 2016年2月：首相内閣省内で行動科学活用
を主導していたシニアエグゼクティブが創設

• ハーバード大学マイケル・ヒスコック教授を創設
ディレクターとして1年半招致

• 設立後1年半は、関係省庁からの拠出金と出
向者を受け入れることで運用してきた

• 2017年に中央政府からの資金が得られたことで
選任スタッフの採用が可能になった

• 現在は30人のスタッフで構成されており、
分野ごとのプロジェクトチームに分かれている

• エネルギーチームの構成例：
プロジェクトデザイン担当
行動デザイン担当
試験・評価担当
デリバリー担当

• 雇用段階で行動科学、実験デザイン、心理学、
データ分析、経済学などの専門家を採用すること
で、プロジェクトの作業を内製化している
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２．調査結果
2.2 エネルギー・環境分野における行動科学の活用事例
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シンプルなファクトシートは消費者のエネルギー選択に役立つか（1/3）

豪州では電力小売り事業者の切替を促進するための実証実験を行っている
行動科学を活用したファクトシートを5種類作成し、既存のファクトシートとの反応の差を検証している

背景

実験内容

• 豪州の小売電気料金は10年間で80～90%も
上昇しており国民の家計を圧迫している

• 電力契約を変更しないことで年間数百ドル損し
ているにも関わらず、47％の世帯は5年間電力
契約（事業者・プラン）を切り替えていない

• 豪州エネルギー規制委員会（AER）と協調し、
豪州行動経済学チーム（BETA）はシンプルな
5種類のファクトシート（FS）をデザインした

• オンライン調査の対象者(n=4,554)を6群に分
割するRCTで、BETA作成の5種類のFSと、
AER作成の既存FSのいずれかを提示、エンゲー
ジメント、切り替え意向、電力契約に関する確
信度を比較した 実験デザインフレームワーク

（出所） Behavioural Economics Team of the Australian Government, Saying more with less: 
simplifying energy fact sheets, 2017
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BETA作成のファクトシート4（実験群）AER作成の既存ファクトシート（対照群）

シンプルなファクトシートは消費者のエネルギー選択に役立つか（2/3）

（出所） Behavioural Economics Team of the Australian Government, Saying more with less: simplifying energy fact sheets, 2017
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シンプルなファクトシートは消費者のエネルギー選択に役立つか（3/3）

BETAのFSを受領した実験群は「正しい電力契約を選択できる」という確信度が向上（対照群と比べ有意差あり）
BETAのファクトシート間には統計的有意差は見られなかった

「正しい電力契約を選択できる」という確信度のファクトシート閲覧前後の変化

確
信

度
向

上

対照群確
信

度
低

下

BETA作成のファクトシートを受け取った実験群

（出所） Behavioural Economics Team of the Australian Government, Saying more with less: simplifying energy fact sheets, 2017
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3.3 エネルギー事業者によるエネルギー消費情報提供サービス
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Mercury社のエネルギー消費情報提供サービス：GEM

（出所） https://www.mercury.co.nz/Help/GEM-Explore

Mercury社はエネルギー消費情報を提供するWEBサイト、週ごとのEメールレポートを消費者に提供している
同サービスは顧客満足度の向上につながっており、激しい競争市場における顧客維持に寄与している
ただし、省エネルギー・省CO2効果の検証は行っていない

Mercury社 GEMの画面
（出所） Mercury, “Financial Results for the 6 months ended 31 December 2017”

ニュージーランド全体のエネルギー小売事業者スイッチ率と
Mercury社のスイッチ率の推移

リブランディング以降、
離脱率が低下
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（参考）米国のエネルギー事業者が省エネ行動プログラムを実施する動機
主な動機として各州の省エネ規制の存在が挙げられたが、ロイヤリティの側面についても意識
されている。実際、省エネ規制の施行前にも省エネ行動プログラムが実施されていた。

政策的
側面

• 省エネ義務量制度（Energy Efficiency Resource 
Standard：EERS)のもとで費用効果的な省エネプログラムを実
施するため ※26州で施行

• 発電所建設と比較して安価な省エネ施策全てへの投資が義務付
けられているため（All Cost-Effective Energy Efficiency）
※CA,MA,RIなど7州で施行

ロイヤリティ
的側面

• 他のサービスやプログラムへ誘導するための需要家とのコミュニケー
ションの入り口として活用（ホームエネルギーレポート）

• 需要家の満足度を向上させて長期的な関係を築くため
• 街やコミュニティとの関係構築のため（地域連携プログラム）
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（参考）Energy Efficiency Resource Standard (EERS)

②省エネ計画・
経費の提出

公益事業委員会
省エネ目標値設定、Ratepayer Fundの管理、目

標達成状況の管理

公益事業委員会
省エネ目標値設定、Ratepayer Fundの管理、目

標達成状況の管理

エネルギー事業者(第三者機関)
省エネプログラム計画・経費見積、省エネプログ

ラム運用

エネルギー事業者(第三者機関)
省エネプログラム計画・経費見積、省エネプログ

ラム運用

プログラム提供者
（ESCO事業者、建設業者、

自治体等）

プログラム提供者
（ESCO事業者、建設業者、

自治体等）

プログラム実施者
(産業・業務・家庭)
エネルギー消費削減

プログラム実施者
(産業・業務・家庭)
エネルギー消費削減

①省エネ義務化
規制対象者指定

エネルギー料金に
上乗せし全需要家から
プログラム費用回収
(Ratepayer Fund)

③プログラム
実施委託

③リベート

④省エネ診断
省エネ設備導入
サービス提供

④リベート
④プログラム

直接実施

⑤省エネ
効果報告

⑥目標達成
状況報告

⑦達成状況により
報奨金・罰金

概要
• EERSはエネルギー供給事業者等に省エネ義務量を設定する州の省

エネルギー政策
• ’90年代の電気事業再編（発送電分離）に伴い電力事業者が

DSM （デマンドサイドマネジメント）を実施する動機が後退し、この
対策としてEERSを1999年から導入

• American Clean Energy and Security Act of 2009と呼ばれ
る連邦法で、2020年までに一定量の再エネ導入、または省エネ実施
を各州に要求（EERS実施は義務ではない）

• 上記の法案に従い、2017年1月時点で26州がEERSを実施

スキーム
• 省エネルギー目標値：ベースライン（過去の販売実績を基に設定し

た年間エネルギー販売量）に対する削減率
• 目標達成期間：1年ごとに定めるものや、複数年の累積削減率を評

価するものなどがある。
• 規制対象：主にエネルギー供給事業者、第三者機関も対象とする

場合あり
• インセンティブとペナルティ：省エネ目標値の達成状況に応じてエネ

ルギー供給事業者にインセンティブ（報酬）とペナルティ（罰金）が
与えられる州がある。

• 省エネプログラム費用の回収保証： 省エネプログラムの費用は、
Ratepayer-fund(全顧客から徴収する資金)から回収

• 電力販売収入の保証：一部の州ではデカップリングと呼ばれる一定
の販売収入を補償する制度を導入 EERSのスキーム

全需要家

非実施者

（出所）ヒアリング結果をもとに住環境計画研究所作成
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3.4 調査結果のまとめ
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調査結果のまとめ

• 行動科学の政策活用動向
⁃ 政府がナッジを活用する際には倫理配慮が必要
⁃ 行動科学を公共政策に活用する機関は世界的に増加中
⁃ オーストラリアのBETAは行動科学や効果検証の知見を持つ人材を採用

• エネルギー・環境分野における行動科学の活用事例
⁃ 電力小売事業者の切替を促進するための実証実験を実施

• エネルギー事業者によるエネルギー消費情報提供サービス
⁃ 競争市場における付加価値サービスとして、エネルギー消費情報を提供
⁃ ただし省エネルギー・省CO2効果の検証は実施されていない


